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様式１ 
 
株式会社三菱総合研究所 環境・エネルギー研究本部 御中 
 
 

申請者（実施主体） 
団体名：                      
役 職：                      
氏 名：               印 

 
 
 
 

リアルタイム「見える化」推進のためのモデル事業（実施主体完結型） 
申請書 

 
 

提案事業の名称（４０字以内）  
 

提案事業の概要（４００字以内） 
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実施体制 

 

「見える化」システム導入先の概要 
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「見える化」システムの概要図（モニタリングシステムを含む） 

 

期待される温室効果ガス削減効果 
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リアルタイム「見える化」の効果測定方法 

 

結果の取りまとめ方法 

 

本事業における成果の普及方法 

 

事業実施手順・スケジュール 
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様式２ 
リアルタイム「見える化」推進のためのモデル事業（実施主体完結型） 

申請者概要書 
応募者の区分 

１．民間企業 
２．民間法人、特定非営利活動法人（NPO） 
３．地方公共団体 
４．その他 

企業・団体名 
（代表者氏名） 

 
 
（ ） 

所在地 〒 
     都・道・府・県 

設立年月  
人員    人 
資本金・出資金、

基本財産の額 
資本金・出資金 

（企業） 円

基本財産 
（企業 

以外） 
円

現在の活動内容  

 
（   ）年度決算 （   ）年（  ）月～（   ）年（  ）月 

① 売上高 円

② 売上原価 円

③ 販売費及び一般管理費 円

①－②－③ 営業利益 円

④ 支払金利等 円

①－②－③－④ 経常利益 円

⑤ 法人税等 円

直近１事業年度

の決算 
※右表にかえて

関連資料を添付

することも可 

①－②－③－④－⑤ 税引後当期利益 円
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様式３ 
リアルタイム「見える化」推進のためのモデル事業（実施主体完結型） 

経費積算内訳書 
区分 科目 予算額 積算内訳 

人件費    

事業費    

小計   （人件費） ＋ （事業費） 

消費税及び 
地方消費税 

  小計の５％ 

合計   小計 ＋ 消費税及び地方消費税 
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様式４ 
リアルタイム「見える化」推進のためのモデル事業（実施主体完結型） 

窓口担当者連絡書 
 

・別紙「個人情報の取り扱いについて」をご覧になり、記載事項に同意の上記入して

ください。 
・応募内容に関して、事務局等からの連絡窓口となる方について、下表を記載して下

さい。 
・事務局等からの連絡としては、例えば次の事項が考えられます。 

応募書類に不備がある。 
審査結果を通知する。 
提案内容について質問する。 

・できるだけ確実に連絡をとることのできる人を窓口としていただくようお願いしま

す。 
 

組織名 

 

所属・役職 

 

氏名 

 

住所 

〒 

電話番号 

 

ファクシミリ番号 

 

電子メールアドレス 
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リアルタイム「見える化」推進のためのモデル事業（実施主体完結型） 
申請書（様式１）作成要領 

 
・今回、提案する事業内容を、様式１に記載して下さい。 
・本申請書に記載すべき項目とその内容は次の通りです。 
・作成にあたり、次の点に十分ご留意下さい。 

 
（１）欄の大きさは変更して構いませんが、全体で８ページ以内にして下さい。 
（２）文字の大きさは１０．５ポイント以上として下さい。 
（３）日本語で記載して下さい。 
（４）ページ番号を付けて下さい。 
（５）参考資料の添付は必要最低限にして下さい。 

 
なお、本申請書（様式１）の記載にあたり、その内容記載を省略し「別紙参照」、「別

添参照」等とはしないで下さい。 
 
・申請書に記載すべき項目とその内容は次の通りです。 
 
＜記載項目と内容＞ 
○申請者（事業主体） 

提案する事業の主体となる組織の名称、申請責任者の役職、氏名を記載して下さい。

また、捺印をして下さい。 
 
○提案事業の名称 

提案する事業について、その内容を的確かつ具体的に表現した分かりやすい名称を付

け（４０字以内）、これを記載して下さい。 
採択された場合には、この名称を公表します。 
 

○提案事業の概要 
提案する事業の概要について４００字以内で簡潔に記載して下さい。採択された場合

には、この内容を公表します。 
 

○実施体制 
この事業を実施するに当たり、「誰がどのような役割を担い事業運営を行うのか」と

いう点に留意して事業の体制やそれぞれの関係者の役割を文章及び関係図で具体的に

記述して下さい。 

また、大学、研究機関の協力等がある場合にも、その内容を特記して下さい。 
 

○「見える化」システム導入先の概要 
どのような設備、装置に対し「見える化」システムを導入するのか、文章及び図で記

述してください。その際、現時点では環境負荷のモニタリングがどの程度の頻度、精度

で行われているのかについても記述してください。 

 

○「見える化」システムの概要図（モニタリングシステムを含む） 
この事業では、 

・どのような情報をモニタリングし、「見える化」するのか 

・その情報が「見える」されることによって、「見た」者にどのような行動変化が期
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待できるのか 

・リアルタイムの即時性はどの程度か（秒単位、日単位等） 

・「見える化」することにどのような意義があるのか 

・どのような新規性・オリジナリティがあるのか 

・ターゲットとなりうる施設・設備にはどのようなものがあるか 

がわかるように、システムの概要・仕組み・特徴を具体的に記述してください。 

また、過去に同様のシステムを導入した実績があれば記入してください。 

 

○期待される温室効果ガス削減効果 
この事業を実施することで期待される温室効果ガス削減効果および、この事業で導

入されるシステムが広く普及することにより期待される温室効果ガス削減効果につい

て記載してください。 

後者については、導入対象となり得る国内の施設・設備の量および普及率を仮定し

て算出してください。なお、仮定した量およびその根拠も示してください。 

 

○リアルタイム「見える化」の効果測定方法 

この事業で導入するシステムにより、ある情報が「見える」されることによって温室

効果ガスの排出量がどの程度削減されるのか、その効果を測定するための、 
・実験手順 
・必要な測定データ 
・効果測定の考え方 
について記述してください。 
 

○結果の取りまとめ方法 

この事業で 
・どのようなデータを収集するのか 
・データをどのように分析・評価するのか 
・評価結果の取りまとめイメージ 
について記載してください。 
 

○本事業における成果の普及方法 

この事業で得られた成果をどのようにして自組織内や社会に普及させていくかにつ

いて記載してください。例として、提案者が見える化機器の提供者の場合はどのような

ターゲットに対し普及させていくか等、ユーザーの場合は自社が所属する業界団体を通

じた同業他社への導入提案等が考えられます。 
 

○事業実施手順・スケジュール 

この事業での、 
・見える化機器の調達 
・見える化機器の取付 
・見える化機器の使用 
・結果データの収集分析 
・（必要に応じて）機器の撤去 
等の実施すべき項目を詳細化し、それぞれ具体的にどのような作業をするのか文章で

説明して下さい。また、線表でスケジュールを示してください。 
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リアルタイム「見える化」推進のためのモデル事業（実施主体完結型） 
申請者概要書（様式２）作成要領 

 
 
・申請者の概要を、様式２に記載して下さい。 
・申請者概要書に記載すべき項目とその内容は次の通りです。 
・欄の大きさを変更してもかまいませんが、複数ページにならないようにして下さい。 
 
○応募者の区分 

本事業の実施主体の区分について、次のいずれか該当するものに○をつけて下さい。 
１．民間企業 
２．民間法人、特定非営利法人（NPO） 
３．地方公共団体 
４．その他 

 
○企業・団体名（代表者氏名） 

申請主体（法人・市民団体等）の名称と、その団体の代表者の氏名を記載して下さい。 
 
○所在地 

申請主体（法人・市民団体等）の所在地を記載して下さい。 
 
○設立年月 

申請主体（法人・市民団体等）の設立年月を記載して下さい。 
 
○人員 

申請主体（法人・市民団体等）の人員数を記載して下さい。 
 
○資本金・出資金、基本財産の額 
  企業：申請する企業の資本金・出資金を記載して下さい。 
  NPO 等の市民団体等企業以外の団体：申請する団体の基本財産を記載して下さい。 
 
○現在の活動内容 

申請する法人、団体の主な活動内容をできるだけ具体的に記載して下さい。 
 
○直近１事業年度の決算 

申請する企業、団体の直近１事業年度の決算を様式２の区分にしたがって記載して下

さい。本表への記載にかえて関連書類を添付することも可とします。 
なお、上記の情報をお持ちでない場合は、今年度の事業収支見込みを記載して下さい。 
また、地方公共団体の場合には記載は不要です。 
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リアルタイム「見える化」推進のためのモデル事業（実施主体完結型） 
経費積算内訳書（様式３）作成要領 

 
・経費の内訳を、様式４に記載して下さい。 
・支援対象となるのは、明らかに本事業の経費と判断できる費用のみです。 
・計上可能な経費区分は下表のとおり。下表に記載されていない項目の計上は認めら

れません。 

費用区分 費用科目 内容 

人件費 

・ モデル事業実施に際して、結果データの収集・分析・評

価及びこれに伴う報告書作成等に要する費用。 
・ ただし、単価は健保等級に基づく単価（（独）新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構が定める健康保険等級に基づ

く労務費単価一覧表の単価（http://www.nedo.go.jp/itaku- 
gyomu/manual/jimushori/h21/p85-116.pdf）を準用）とし、

時間については基本的に指定する様式にて業務日誌を作

成していただきます。 
・ また、本費用は本人との間で直接雇用契約がある場合に

限り、出向者は除きます。 

コンサルタント等外注費 
・ コンサルティング会社等にエネルギー管理等の実施を委

託するために必要な経費 
・ 見える化機器の取付及び撤去のために必要な経費 

専門家指導費 
・ 専門家による指導の謝金 
・ 専門家が指導をする際の旅費・交通費 

職員旅費 

・ 事業実施に必要な情報収集のための職員の旅費・交通費

・ 事業実施に必要な研修会等に参加するための職員の旅

費・交通費 
・ 中間報告への出席のための職員の旅費・交通費 

会議費 
・ 事業実施に必要な会議の開催に伴う会場の借上げ費（付

帯設備含む） 
資料費 ・ 事業実施のために必要な図書、データ等の購入費 

通信運搬費 
・ 事業実施のために使用した通信費 
・ 事業実施のために使用した運搬費 

広報宣伝費 

・ 事業実施を広報・宣伝するための新聞・雑誌等への広告

掲載費 
・ 事業実施を広報・宣伝するためのチラシ、パンフレット

等の作成費 

借料 
・ 事業実施のために必要な資材・機材・情報機器・ソフト

ウェア等の借料（レンタル・リース・ライセンス） 

消耗品購入費 
・ レンタル・リースが困難な場合に限り認める。ただし、

単価が 5 万円未満のものに限る。 

臨時雇役費 

・ 事業実施のために必要なアルバイト及び派遣労働者の費

用 
・ 複数の事業に従事する者の場合には、人件費と同様の業

務日誌を作成していただきます。 

事
業
費 

印刷製本費 
・ 事業実施に必要な会議の開催に伴う資料作成費 
・ 調査報告書の印刷費 

消費税及び地方消費税 ・ 人件費及び事業費の合計の 5％ 

  


